第３　施策の基本的方向

１．男女共同参画による社会の活性化


（１）政策・方針決定過程への女性の参画促進
大阪を将来にわたり活力あるまちとしていくために、女性をはじめ多様な人材の能力を活かし、政策立案や企業経営に新たな発想・価値観を取り入れていく仕組みづくりを進めていきます。

政策・方針決定過程への女性の参画拡大、特に、国連の女子差別撤廃委員会の最終見解の趣旨を踏まえ公的分野・学術分野・雇用分野における女性の参画促進に取り組み、女性がこれまで以上に活躍し、男女共同参画による大阪の活性化が図られるよう、社会や企業など組織の風土を変革していきます。

【具体的施策】
①　審議会等委員等への女性の参画の促進　〔総務部、府民文化部等関係部局〕
・平成27（2015）年度までに、審議会等委員について、男女いずれか一方の委員が４割未満とならない状態（女性委員の割合が４割以上６割以下）をめざすとともに、登用の取組状況について定期的に公表します。また、大阪府の行政委員会委員への女性登用に努めます。
・審議会等委員への女性の登用を進めるため、クォータ制をはじめ先進的な取組を調査研究し、登用を促進するための有効な手法について部局横断的に検討を行います。さらに、各分野で活躍する女性人材の情報について、データベースの充実等を図ります。
・大阪府内市町村についても大阪府と同様、審議会等委員への女性の登用が促進されるよう､市町村に対し助言、支援を行います。
②　大阪府職員・教員等における女性の登用の促進
〔総務部、教育委員会、人事委員会、警察本部等全部局〕
・大阪府の女性職員の職域拡大及び管理職への登用を図るため、女性職員が多様な経験を積むことができる人事配置や職務分担に努めるとともに、原則として、10名以上の所属(室内課)に女性職員を配置することとし、全職場への女性職員の複数配置をめざします。また、職員のキャリア形成を支援し、男女ともに働きやすい職場環境づくりにつながる研修の充実を図ります。
・各職階への女性の登用を含め、女性警察職員の総合的な人材活用をめざした幅広い人事施策を進めます。
・女性教員の管理職への登用を推進するため､女性教員が学校運営を管理する職務等で経験をつめるようにするなど、人材の計画的育成に努めます。
・大阪府の女性職員・教員の採用、管理職等への登用状況を定期的に公表します。
③　企業等における女性の登用の促進　〔府民文化部、商工労働部〕
・企業等において、女性の管理職登用や職域拡大が促進されるよう、大学や経済団体等と連携して企業等における女性の登用状況等を把握し、今後の企業等における女性の活躍促進に向けた方向性を検討するとともに、男女共同参画を進めることが今後の企業等の成長、さらには社会経済の活性化につながるということを経営者層に周知します。
・女性が出産・育児等によりキャリアを中断することなく働き続けられるよう、人材育成や能力開発等への取組促進に向けた啓発や情報提供を行います。
・男女共同参画に意欲的に取り組む企業等を顕彰し、企業等における取組事例を集積・発信することにより、企業等における女性の登用促進に向けた取組の拡大を図ります。
・情報を制作・発信する分野に女性の参画が進むよう、メディアにおける女性の参画拡大に向けて周知・啓発を行います。
④　理工系分野等の女性人材の育成〔府民文化部、教育委員会〕　
・子どもの理工系分野への関心・理解を高めるため、府内大学等と連携するなどし理工系分野での先輩女性の活躍ぶりを紹介するロールモデルの情報提供を行います。
・子どもの将来の進路への関心理解を深めるため、さまざまな職業や進路の情報を提供し、小学校段階から高等学校段階まで一貫した系統的・継続的な取組によってキャリア教育・職業教育等の取組を進めます。
⑤　医療分野における女性の参画の拡大　〔府民文化部、健康医療部〕
・医療現場に多様な視点を導入し、仕事と生活の調和を図りやすい勤務環境を実現するため、医療機関や医療関係団体等に対し、意思決定過程の場への女性医療関係者の積極的な登用を働きかけます。
⑥　NPOなど地域で活動する組織等への女性の参画の促進　

〔府民文化部、環境農林水産部、都市整備部、住宅まちづくり部、教育委員会等関係部局〕
・ＮＰＯや自治会、PTAなど地域で活動する各種団体において方針決定の場へ女性の参画が進むよう啓発を行います。
・男女がともに住みよいまちづくりを進めるため､都市計画や環境保全など、地域づくりやまちづくりに関わる政策・方針決定の場への女性の参画を進めます。
・農業における方針決定の場への女性の参画拡大を図ります。
（２）大阪の大都市圏の魅力や国際性を活かした男女共同参画

大阪には、約880万人の府民が暮らしており、また、多くの企業や商業施設、大学や研究機関、文化施設などが集積し、多様な人々の活動の場があります。また、ＮＰＯをはじめ多くの民間団体が子育て支援や国際貢献など様々な分野で活動を展開しています。さらに、グローバル化が進む中で、留学生や企業で働く在住外国人、国際結婚件数等も増加し、府では多様な文化や価値観を持った人々が活動、交流しています。

こうした大都市圏の持つ基盤を活かし、女性や外国人をはじめ社会を構成する多様な人々が、各々の能力を発揮し、職場、家庭、地域などで活躍できるように支援する取組を進めることにより、国際社会から評価される大阪をめざします。

また、大阪に住む人々、働く人々、訪れる人々や企業などにとって、より一層魅力のあるまちづくりを進めます。

【具体的施策】
①　女性や子育て世帯等に魅力あるまちづくり
〔政策企画部、府民文化部、福祉部、都市整備部、住宅まちづくり部、警察本部等関係部局〕
・駅やショッピングセンターなど多くの人が利用する施設等において、妊婦や親子連れの方などすべての人が利用しやすく、安心して外出できる環境づくりを推進するため、バリアフリー新法や「大阪府福祉のまちづくり条例」に基づき、エレベーターやトイレのベビーシート、授乳室、おむつ交換場所等の整備を促進します。
・女性や子育て世帯等の安全・安心を確保する観点から、道路、公園、住宅などの整備・改修を促進するとともに、府域全域にわたる安全キャンペーン等の啓発を行うなど安全・安心を実感できる大阪の実現に向けた取組を推進します。
・子育て世帯等を対象とした府営住宅の募集を実施するなど、良質なファミリー向け住宅を提供します。また、子育て世帯等が円滑に民間賃貸住宅に入居できるようサポートします。
・だれもが利用できるようにインターネットの活用をはじめ、マップ・情報冊子の配布、各種講座の実施など多様な手段を用いて、子育てに役立つ情報を提供します。
・大阪の持つ産業や商業施設の集積を活かし、大学やＮＰＯなどと連携した取組により、女性や子育て世帯にとって魅力的なまちづくりが促進されるよう情報提供等の支援を行います。
また、女性や子育て世帯の視点や感性を活かした新たな商品・サービスの開発やまちの活性化活動について情報提供等の支援をします。
・「まいど子でもカード」事業の普及・拡大などを通じて、子育てを社会全体で応援する機運を醸成します。
・被災時やその後の復興時に生じる女性をめぐる諸問題の発生を防ぐため、「大阪府地域防災計画」及び同計画に基づくマニュアルなどにおいて、男女のニーズの違いを反映した防災・災害復興対策を推進します。また、地域コミュニティにおいて防災思想の普及・徹底を図る役割を担う市町村が、男女共同参画の視点を取り入れた防災・災害復興対策を推進するよう支援します。
②　女性起業家等への支援　〔府民文化部、商工労働部〕
・生活者としての経験や独自の視点を活かして、新たな事業を始める女性起業家や地域課題をビジネス的手法を用いて解決するＮＰＯ法人等の活躍事例を府民に情報提供することにより、女性起業家等を支援します。また、起業をめざす人がチャレンジする機会を持てるよう、情報交換や交流の場を設け、ネットワークを構築する仕組みを検討するなど起業希望者の支援に努めます。
③　グローバル化の進展の中での多文化共生をめざす男女共同参画の推進　〔府民文化部〕　
・グローバル化の進展を踏まえ、お互いの人権を尊重し多文化共生を推進する観点から、国際貢献を行う団体等と連携し、相互理解と交流の促進を図ります。
・国連の動きなど国際社会における男女平等に関する情報や、男女共同参画に関するグローバルな活動を行っている女性の情報を収集し、市町村や府民に情報提供します。
・府に滞在する外国人研究者や留学生に対し、府域の男女共同参画に関する情報提供に努めるとともに、男女共同参画施策に関する研修機会を提供します。さらに、発展途上国等の男女平等行政を推進する国際機関の取組に協力することにより、国際社会への貢献を行います。
少子高齢化が進むとともに、グローバル化が進展する中、大阪が活力あふれ、持続的に発展していくためには、女性や外国人をはじめ、能力がありながら十分に活躍する機会のない人々の社会での活躍を促進することが重要です。


また同時に、今後の社会経済成長の源泉となり得る新たな価値や需要の創造が求められており、様々な変化に対応し得る多様な人材の必要性も高まっています。生活者としての様々な経験を持つ人々の視点が、多様な府民ニーズに対応した施策の決定や様々な地域での課題解決、さらには、健康や環境・エネルギー等今後新たな需要を創造しうる分野の市場の創造等にも活かされることが重要です。


このため、男女とも性別にかかわらず、意欲を持ってその個性と能力に応じて活躍できる社会の構築に向けて、依然として低い状況にある政策・方針決定過程への女性の参画を促進するとともに、女性や外国人をはじめ多様な人材が活躍することにより社会経済を活性化することが強く求められています。


さらに、グローバル化の進展を踏まえ、お互いの人権を尊重し多文化共生を推進する観点から、国際社会における男女平等の情報を府民に提供するなどの男女共同参画の取組を通じて国際社会から評価される大阪をめざす必要があります。


特に、大阪では、大都市圏の有する文化、産業、生活環境等を有効に活かして、女性が活躍する場は多くあり、また、女性をはじめ新たなチャレンジをしようとする人々に活躍の場を提供できる進取の気風や経済規模を有していることから、積極的に多様な人材の活躍を促進する取組を広げることにより、活力ある大阪を構築していく必要があります。
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